
37THK ANNUAL REPORT 2021

　当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクは、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在に

おいて当社グループが判断したものであります。

（1）当社のリスク管理体制
　当社は、当社グループの事業活動に関わるあらゆるリスクを

的確に把握し、経営陣による適切なリスクテイクを支えるため、

社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、リスク管理規程

に基づく全社的なリスク管理体制を構築しています。リスク管

理委員会では、当社グループの事業活動に関して抽出されたリ

スクとその対応策を策定するとともに、リスク管理体制が有効

に機能しているかどうかの検証を行っています。

　また、当社は、リスクを組織の収益や損失に影響を与える「不

確実性」と捉え、マイナスの側面とプラスの側面の両面があると

考えており、マイナス面のリスクに対して適切にリスクヘッジし

つつ、プラス面のリスクに対して積極的なリスクテイクを行うこ

とができれば、今後の持続的成長に繋がると考えています。

（2）リスクの特定方法
　当社は、リスク管理規程に則り、当社グループ全体を対象に

リスクアセスメントを毎年実施しています。国内外のグループ会

社及び当社の各部門から報告を受けたリスクアセスメントの結果

を基に「発生可能性」「影響度」の2つの評価軸でマッピングを

行うことで、リスクの重要度を評価し、リスク対策の優先度を決

定しています。リスクの発生頻度、影響度はそれぞれ5段階で

評価し、数字が高いほど、またリスクとして抽出した会社・部門

が多いほど、リスクが高くなります。

（3）事業等のリスク
〈特に重要なリスク〉
❶災害・地政学的問題・テロ・感染症等について
　当社グループは、日本国内はもとより、米州、欧州、アジア

他に製造・販売拠点を有していますが、これらの事業拠点及び

取引先の事業拠点において、地震・火災等の災害やテロ攻撃・

戦争による政情不安または感染症蔓延等による被害を受けた

場合には、生産活動をはじめとする企業活動全般に重大な影響

を与える可能性があります。当社グループでは、事業継続計画

（BCP）を策定し、危機発生時において被害を最小化するため

の事前対策や事業を継続、早期復旧するための対策を講じると

ともに、地震や大雨等の自然災害発生時に、自社への影響を速

やかに把握できる危機管理サービスを導入し、被害地域にある

事業所及び取引先の把握と被害による部品供給状況を速やかに

把握できる体制を整えていますが、リスクを完全に回避するこ

とは困難であり、想定を超える被害が発生した場合には、結果

として当社グループの経営成績及び財政状態が影響を受けるお

それがあります。

　なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な感

染拡大は経済活動にも影響を及ぼしており、グローバルに事業

展開する当社グループの事業活動に大きく影響しています。

　当社グループでは、2020年2月より新型コロナウイルス対策

会議を原則として毎日開催し、世界中に展開する当社グループ

各社と連携し、各国・地域の政府や自治体の指導に基づいた対

策をいち早く開始しました。新型コロナウイルス感染症の収束が

見えない中、製品やサービスの提供に支障が生じないよう、生産・

物流を含めたサプライチェーン網の維持等にも最大限の努力を

続けています。

　また、感染拡大防止の施策として、従業員、顧客、取引先

等のステークホルダーの安全の確保と事業継続を最優先に考

え、在宅勤務や時差出勤等を実施するとともに、リモートワーク

ツール等の積極的な活用により業務を継続できる環境を確保し

ています。

　現時点では、新型コロナウイルス感染症の収束時期や世界経

済に及ぼす影響の大きさについては予測が困難であり、今後事

態がさらに深刻化、長期化した場合、当社グループの経営成績

及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。

❷海外事業の拡張について

　当社グループは、米州、欧州、アジア他に製造・販売拠点を有

していますが、中国をはじめとする新興国製品の台頭により、

特に価格面における競争環境はグローバル規模で厳しさを増し

ています。

　当社グループでは、顧客の心で考え、行動し、検証する「顧

客志向」の立場で日々営業活動を行うとともに、LMガイドの

故障及び潤滑診断、予兆検知等のネットワーク機能を備えた

「OMNI edge」、当社と顧客を繋ぐコミュニケーションプラット

フォームである「Omni THK」等、ITを活用して顧客や市場の

ニーズを的確に捉える仕組みを導入し、高性能で付加価値の高

い製品の開発、提供を継続して進めていますが、顧客や市場の

ニーズを十分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場

合や新製品の市場への投入が遅れた場合、他社が画期的な新
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製品を開発することによって、当社製品が機械要素部品及び輸

送用機器要素部品に占める地位を失うに至った場合には、将来

の成長と収益性を低下させるおそれがあります。

　また、グローバルで政治・経済情勢や法規制、関税や安全保

障貿易管理に基づく輸出規制等に関する最新の状況をモニタリ

ングし、取引形態やサプライチェーンの見直し等の対策を講じ、

事業への影響の低減を図っていますが、当社グループの製品を

製造・販売している国や地域の政治情勢や経済状況の変動、あ

るいは予期せぬ法規制等の変更により、当社グループの経営成

績及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。

❸人財について

　当社グループは、競争力を維持するため、優秀な人財を国内

外で継続的に採用し、“個力の強化”を目標に、従業員の成長支

援に取り組んでいます。また、新卒のみならずキャリア採用を強

化するとともに、女性・高齢者・障がい者の活躍支援、自己申告

制度による従業員の希望の確認等、体制面や従業員エンゲージ

メントの向上に努めています。

　しかしながら、少子高齢化を背景として各分野における人財

の確保競争が激しさを増す中、新型コロナウイルス感染症の拡

大以降、特定分野のスキルを持った人財に対する世界的な需要

の高まりが競争に拍車をかけており、当社グループが計画どお

りに適切な人財を採用できなかった場合やその育成に齟齬が生

じた場合、技術・技能の承継にも支障をきたし、当社グループ

の事業の遂行に制約が生じる可能性があります。

　また、当社グループでは安定した労使関係の構築に努めてい

ますが、海外においては労使慣行の相違が存在し、法制度や経

済環境、社会環境の変化等予期せぬ事象を起因とする労使関係

の悪化や労働争議の発生、また新興国を中心として従業員の賃

金が急上昇した場合には、当社グループの経営成績及び財政状

態が影響を受けるおそれがあります。

❹特定産業界における需要動向の変化による影響について

　当社グループは、LMガイドやボールねじ等の機械要素部品

と、リンクボールやサスペンションボールジョイント等の輸送用

機器要素部品を製造・販売しており、工作機械や一般機械、半

導体製造装置をはじめとする産業用機械メーカーと輸送用機器

メーカーが主要顧客です。当社グループでは、「グローバル展

開」「新規分野への展開」及び「ビジネススタイルの変革」の3つ

の戦略軸によるビジネス領域の拡大を進め、特定の顧客・製品

に依存しないようリスクの分散に努めていますが、現状におい

ては、当社グループの業績は主要顧客である工作機械、一般機

費用の発生や社会的信用の低下、取引停止等により、経営成績

及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。

　また、当社グループはグローバルな製造物責任保険等に加入

していますが、損害賠償等の損失についてそのすべてを担保

するという保証はありません。

❷為替レートの変動について

　当社グループは、輸出入等を中心とした外貨建取引について、

為替予約等により為替リスクをヘッジしていますが、為替レート

に大幅な変動が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政

状態が影響を受けるおそれがあります。

　また、連結財務諸表を作成するにあたって在外子会社の財務

諸表を円換算していますが、現地における通貨金額が変わらな

い場合においても、換算時の為替レートにより円換算後の連結

財務諸表上の金額が影響を受けるおそれがあります。

❸情報セキュリティについて

　当社グループは、事業活動を通して、個人情報を入手するこ

とがあり、また、営業上・技術上の機密情報を保有しています。

　当社グループでは、社長を委員長とする「情報セキュリティ委

員会」を設置・運用しており、当委員会には、外部の専門家もオ

ブザーバーとして参加し、情報セキュリティに関する管理体制や

ルールの整備・強化を図るとともに、国内外の個人情報保護をは

じめとする法規制強化への都度対応、情報リテラシーを高める

ための社員教育の実施等、情報の厳格な管理に努めています。

　また、当社グループは、事業全般において様々なコン

ピューターシステム及びITネットワークを活用しており、これら

システムには十分な安全対策を施しています。

　近年、サイバー攻撃の手口の高度化・巧妙化、クラウドサービ

スの利用の増加等、情報セキュリティに関するリスクが高まって

いることから、適宜セキュリティの強化に努めていますが、サイ

バー攻撃、コンピューターウイルスの感染、不正アクセス、イン

フラ障害、情報システムの不具合等により情報が流出した場合

や重要データの破壊、改ざん、システム停止等不測の事態が生

じた場合には、当社グループに対する社会的信用の低下や事業

活動の中断、対策費用の発生、多額の課徴金の支払い、取引の

停止等により、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を

受けるおそれがあります。

❹環境問題について

　当社グループは、地球環境を健全な状態で次世代に引き継い

でいくことは企業の社会的責務であるとの認識に立ち、THKグ

械、半導体製造装置、輸送用機器等の産業界における需要動向

に影響を受けています。

　従って、将来において特定の産業界における急激な需要動向

の変化等により、当社グループの経営成績及び財政状態が影響

を受けるおそれがあります。

❺原材料や部品の調達について

　当社グループは、製品の製造に使用する原材料及び部品を、

国内に限らず広く世界中の複数の供給元から調達しています。

これらの供給元を“共に成長するための重要なパートナー”と位

置付け、新技術・新工法・新素材等の情報を出し合う場を設ける

など協調体制を組み、安定かつ継続的な供給の維持を図るとと

もに、徹底したコスト管理に努めています。さらに、紛争鉱物へ

の対応や環境への配慮等、サプライチェーンを通じて、社会か

らESG観点での高度な対応が求められていることから、供給元

の事業者に「CSR調達ガイドライン」を配布し、CSR調達の徹

底を図っています。

　しかしながら、供給元の生産能力不足や品質不良、倒産、コ

ンプライアンス違反あるいは火災や地震等の自然災害等に加え、

感染症の発生等を契機として供給元の所在する国や地域でロッ

クダウン（都市封鎖）等が行われ、サプライチェーン寸断による

原材料及び部品の不足が生じた場合や原油高の影響、原材料

供給国の社会情勢、新興国における需要の高まり等を背景とし

て原材料価格が予期せぬ高騰を示した場合、当社グループの経

営成績及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。

〈重要なリスク〉
❶製品の品質問題について

　当社グループの製品は、工作機械、産業用ロボット、半導体

製造装置等の産業用機械から、自動車、免震・制震装置、医療

機器、アミューズメント機器、航空機等の民生品分野にも採用が

拡がっています。

　そのような中、当社グループは、国内外の各生産拠点におい

て品質マネジメントシステムであるISO9001を認証取得し、そ

れに従った各種製品・サービスの開発や製造を行うことで、産

業機器事業の品質保証体制の整備を図るとともに、自動車産業

をはじめとする輸送機器事業、また航空宇宙産業等の新たな分

野に適応する各種品質セクター規格を認証取得し、あらゆる市

場に適合する高い品質保証体制の構築に努めています。

　しかしながら、製品に欠陥が生じるリスクをゼロに低減するこ

とは不可能であり、万が一大規模なリコールや製造物賠償責任

に繋がるような予期せぬ製品の不具合が発生した場合、多大な

ループ環境基本方針を制定し、省エネルギー製品の開発、環境

負荷の継続的な低減と自然環境の維持・改善等に努めています。

また、当社グループは、各生産拠点において環境マネジメントシ

ステムの国際規格であるISO14001の認証を取得するとともに、

国内外の環境関連法令の遵守はもちろんのこと、EUの有害物

質規制法RoHS指令及びREACH規則や中国の電子情報製品

生産汚染防止管理弁法に代表される様々な規制に対しても、国

内・海外の生産拠点に対して「グリーン調達ガイドライン」を適用

し対応しており、これまで重大な環境問題が発生したことはあ

りません。

　しかしながら、不測の事態により将来において環境問題が発

生した場合には、損害賠償や対策費用の発生、罰金等の行政処

分、社会的信用の低下、生産活動の停止等により、当社グループ

の経営成績及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。

　また、環境に関する規制がさらに厳格化し、追加の義務や費

用負担が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政

状態が影響を受けるおそれがあります。

❺コンプライアンスについて

　当社グループは、グローバルな事業展開を行っており、様々

な国の法令・規則の適用を受けています。

　当社グループでは、コンプライアンス意識の徹底と不正を許

さない職場環境の醸成のため、社長を委員長とする「コンプラ

イアンス委員会」を設置・運用しており、当委員会には、外部の

専門家もオブザーバーとして参加し、法令・社内規範・倫理規

範の遵守を目的とした体制を整備し、公正な企業活動に努めて

います。また、当社グループの役職員が共有・遵守すべき「THK

グループ行動憲章」を制定し、当社グループの全役職員に周知

するとともに、必要な社内教育を実施するなど、コンプライアン

ス意識の向上を図っています。

　また、内部通報制度を整備し、担当部署、監査等委員会、顧

問弁護士と社内外に3つの通報窓口を設け、法令や社内規範等

に違反する行為、またはそのおそれのある行為について、通報

を受け付け、コンプライアンスリスクの未然防止に努めています。

　しかしながら、グローバルに事業を展開する中、コンプライア

ンスリスクを完全に回避することは困難であり、法令違反等が

生じた場合には、当社グループが刑事上、民事上、行政上の責

任を負い、また社会的信用の低下等により、当社グループの経

営成績及び財政状態が影響を受けるおそれがあります。
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